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中 田  住 久 
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○米原市下水道事業審議会規則 

平成28年３月24日 

規則第33号 

改正 平成30年４月１日規則第35号 

令和３年４月１日規則第39号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、米原市付属機関設置条例(平成28年米原市条例第３号。以下「条例」とい

う。)第２条の規定により設置する米原市下水道事業審議会(以下「審議会」という。)の組織、

運営その他必要な事項について定めるものとする。 

(委員の構成) 

第２条 条例第４条第２項の規定による委員の委嘱については、次の各号に掲げる委員の区分

に応じ、当該各号に定める人数を下水道事業の管理者の権限を行う市長(以下「市長」という。)

が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 ３人 

(２) 受益者の代表 ５人以内 

(会長および副会長) 

第３条 審議会に、会長および副会長１人を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

(会議) 

第４条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会長は会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見または説明を聴

くことができる。 

(庶務) 

第５条 審議会の庶務は、まち整備部上下水道課において処理する。 

(その他) 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮

って定める。 
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付 則 

(施行期日) 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

(会議の招集) 

２ 条例第４条第２項に規定する委嘱後初めて開かれる会議は、第４条第１項の規定にかかわ

らず、市長が招集する。 

付 則(平成30年４月１日規則第35号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則(令和３年４月１日規則第39号) 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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米原市下水道事業経営戦略の事後検証

公共下水道(公共下水道＋特定環境保全公共下水道事業)
指標① 繰入金対使用料割合 ： 使用料収入に対する繰入金の割合。一般会計からの繰入金にどの程度依存しているかを表す指標

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和13年度
(実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (目 標) (目 標)

繰入金(基準内) (千円) A 606,515 628,316 595,678 632,453 530,417 499,094 356,078
繰入金(基準外) (千円) B 60,594 72,441 97,678 82,061 48,176 20,457 0
実繰入額 (千円) C＝A+B 667,109 700,757 693,356 714,514 578,593 519,551 356,078
使用料収入 (千円) D 551,921 551,867 563,083 585,228 594,518 576,502 599,598

繰入金対使用料割合 E＝C÷D 120.9% 127.0% 123.1% 122.1% 97.3% 90.1% 59.4%
※繰入金(基準内)は、雨水処理負担金を含みます。令和５年度第１回米原市下水道事業審議会で報告した際には、含めずに計算していましたので、上のとおり訂正します。

指標② 水洗化率 ： 下水道の処理区域内で実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口の割合。
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和13年度

(実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (目 標) (目 標)
現在水洗便所設置済人口 A 32,827 32,939 32,563 32,700 32,524
現在処理区域内人口 B 34,958 34,835 34,523 34,426 34,103

水洗化率 C＝A÷B 93.9% 94.6% 94.3% 95.0% 95.4% 95.0% 95.0%

農業集落排水事業
指標③ 企業債残高 ： 地方公営企業が行う建設改良事業等に要する資金に充てるために起こす地方債の残高のこと。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和13年度
(実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (実 績) (目 標) (目 標)

企業債残高 (千円) 1,170,046 1,070,239 977,218 887,785 804,408 772,251 691,215

企業債残高 11.7億円 10.7億円 9.8億円 8.9億円 8.0億円 7.7億円 6.9億円

「米原市下水道事業経営戦略」は、米原市公式ウェブサイトにて公表しています。
 ➢ https://www.city.maibara.lg.jp/soshiki/keizai̲kankyo/jyogesuido/gesuido/3542.html

人口減少による使用料収入が減少していく一方で、下水道施設の老朽化対策や防災・減災対策が必要になるなど、

下水道事業の経営環境はより一層厳しくなることが見込まれます。その中で、本市下水道事業の「経営基盤の強化」、

「財政マネジメントの向上」を図ることを目的として、令和３年４月に「米原市下水道事業経営戦略」を改定しまし

た。

経営戦略では、投資、財源に対する令和13年度までの目標を以下のとおり定めています。

○ 令和13年度までの投資目標

・ 水洗化率は、95％以上とする。(公共下水道事業)

・ 農業集落排水施設の公共下水道への切替えを全て完了する。(農業集落排水事業)

○ 令和13年度までの財源目標

・ 基準外繰入金の金額を０円とする。(公共下水道事業)

・ 企業債残高を７億円以下とする。(農業集落排水事業)

経営戦略では、この目標に関連する指標を定め、各指標における目標値を設定しています。そして、経営戦略の推

進のために、毎年度の目標指標の達成状況を把握することで進捗管理を行うこととしています。
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